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業務名　エドウィン・ダン記念館劣化調査他業務

令和8年度単価適用

札幌市南区土木部維持管理課



業務名　エドウィン・ダン記念館劣化調査他業務

総委託費 円

一金 業務委託費 円

消費税等相当額 円

1.業務の大要

2.業務期間

3.業務の場所

4.仕様書

　本業務は、国登録有形文化財であるエドウィン・ダン記念館（旧北海道
庁真駒内種畜場事務所）の現地調査を実施するとともに、過去の保全提案
書、調査報告書、改修工事写真等の既存資料を精査した上で、効果的かつ
効率的な補強計画を立案し、建築および設備等の保全工事に係る諸条件を
整理するものである。

　契約書に示す着手の日から、令和9年3月26日までとする。

　エドウィン・ダン記念館（南区真駒内泉町1丁目）

　別添のとおり



​仕様書​

​1.​​業務の名称​

​エドウィン・ダン記念館劣化調査他業務​

​2.​​業務の履行期間​

​契約書に示す着手の日から、令和９年３月２６日までとする​

​3.​​業務の目的​

​　本業務は、国登録有形文化財であるエドウィン・ダン記念館（旧北海道庁真駒内種畜場事務​

​所）の現地調査を実施するとともに、過去の保全提案書、調査報告書、改修工事写真等の既存資​

​料を精査した上で、効果的かつ効率的な補強計画を立案し、建築および設備等の保全工事に係る​

​諸条件を整理することを目的とする。​

​　なお、本業務を進めるにあたっては、当該施設が有する文化財的価値に配慮し、意匠性を損な​

​わないこと、部材を極力傷めないこと、創建当時の部材をできる限り残すこと、可逆的な工法を​

​採用することを前提とした検討を行うこと。​

​4.​​施設概要​

​(1)​​建築概要​

​施設名称​ ​エドウィン・ダン記念館​

​所在地​ ​南区真駒内泉町1丁目1-6​

​施設用途​ ​記念館​

​総建築面積​ ​287.59 m2​

​総延床面積​ ​201.61 m2​

​建設年度​ ​1877年（1964年、現位置に移設）​

​構造・規模​ ​木造平屋建​

​附属建物概要​ ​なし​

​その他特記事項​ ​なし​

​(2)​​図面（施設位置図、平面図、立面図）・・・別添のとおり​

​　​

​5.​​業務の内容​

​　設計の諸条件整理のため、下記のとおり業務を行うこと。現地での作業にあたっては、施設利​

​用者を妨げることが無いよう配慮すること。​

​(1)​​現地調査​

​·​ ​事前調査（調査計画、野帳作成含む）​

​·​ ​外部・内部目視劣化調査（目視可能範囲）​

​·​ ​図面部材照合​



​·​ ​データ整理報告書作成（調査結果まとめ、写真整理）​

​(2)​​調査結果報告書作成​

​·​ ​劣化数量算出​

​·​ ​劣化図作成、CAD化​

​·​ ​劣化度評価​

​(3)​​補修案作成​

​(4)​​概算工事費算出​

​(5)​​保全改修基本計画​

​　保全改修を想定する以下の事項に関し、改修内容、施工範囲、工法等について確認及び検討の​

​上、諸条件を整理すること。また、当該事項や改修範囲を示した配置図、平面図または立面図等​

​の資料を作成すること。なお、詳細図（矩形図、部分詳細図等）の作成は要しないものとする。​

​·​ ​保全改修基本方針検討（建築）​

​外部（屋根修繕、外壁塗装、腐朽箇所取替、建具の補修等）、内部（塗装、腐朽箇所及び劣​

​化部取替）、外構（門柱等）、その他必要な改修​

​·​ ​保全改修基本方針検討（電気）​

​各種設備の更新（引込幹線設備、電灯、コンセント、火災報知設備、電気暖房等）、その他​

​必要な改修​

​·​ ​保全改修基本方針検討（機械設備）​

​各種設備の更新（暖房設備、給排水衛生設備、消火設備等）、その他必要な改修​

​·​ ​保全計画見直し計画再策定​

​(6)​​成果報告書作成​

​(1)～(5)の調査及び検討結果等を取りまとめた報告書を作成すること。​

​6.​​貸与資料​

​(1)​​平成13年度　真駒内中央公園管理事務所（エドウィン・ダン記念館）施設保全計画提案書​

​(2)​​平成14年度　エドウィン・ダン記念館文化財改修工事　しゅん工図（建築・電気・衛生設備）​

​(3)​​平成22年度　エドウィン・ダン記念館調査報告書（管理：南区土木部・指導：札幌市文化財課）​

​(4)​​令和２年度　エドウィン・ダン記念館補修工事（北・南面外壁）工事写真報告書​

​(5)​​令和５年度　公園施設長寿命化計画策定に伴う健全度調査チェックシート（建築物）​

​(6)​​令和６年度　エドウィン・ダン記念館外壁改修工事 他　工事写真綴り​

​7.​​提出成果品​

​以下の成果品を2部提出すること。​

​(1)​​報告書　A4版、簡易製本​

​(2)​​上記の電子データ（図面CADデータはdwg又はdxf形式とする。レイヤー構成等については、業務​

​着手時に担当職員と協議する）​

​8.​​成果品の取扱い​

​　本業務における成果品はすべて委託者に帰属するものとし、受託者は委託者の承諾を得ずに他​

​に公表、貸与又は使用してはならない。​

​　また、成果品に係る著作権は、すべて委託者に属するものとし、委託者が納品後に成果品の加​

​工、引用、公表、出版等を行うことを妨げないものとする。​

​9.​​個人情報取扱注意事項​



​　受託者は、業務実施に当たって、個人情報を取り扱うこととなった場合は、別紙の「個人情報​

​の取扱いに関する特記事項」を遵守しなければならない。​

​10.​​その他​

​(1)​​受託者は、業務の遂行上知りえた秘密を外部に漏洩してはならない。​

​(2)​​受託者は、委託者と十分協議を行い、必要な準備、資料の作成、事前の打ち合わせ等、事業の実​

​施を行うこと。なお、本市の求めに応じて打合せ等を確実に行うため、専任の担当者を置くなど​

​して、業務が遅滞することのないようにすること。​

​(3)​​調査時は安全管理を徹底するとともに、施設を損傷しないよう注意すること。​

​(4)​​業務履行中に疑義が生じた場合は、委託者と協議し、指示を受けること。​

​(5)​​業務の履行に関しては、環境に配慮し紙資源やエネルギーの節約及びリサイクルの推進に努める​

​こと。​

​(6)​​その他、本仕様書に記載されていない事項については、委託者と協議し、指示を受けること。​



​【別紙３】​

​個人情報の取扱いに関する特記事項​

​（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除​

​雪用）​

​　（個人情報の保護に関する法令等の遵守）​

​第１条　受注者（受託者）は、本工事（業務）を施工（履行）するに当たって個人情報​

​を取扱うこととなった場合は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第​

​５７号。以下「個人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情​

​報の保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務​

​対応ガイド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリシー」等に基づき、この個​

​人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しなければな​

​らない。​

​　（管理体制の整備）​

​第２条　受注者（受託者）は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人​

​情報をいう。以下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、そ​

​の体制を維持しなければならない。​

​　（管理責任者及び従業者）​

​第３条　受注者（受託者）は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、​

​書面（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により​

​発注者（委託者）に報告しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場​

​合の手続を定めなければならない。​

​３　受注者（受託者）は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により発注者（委​

​託者）に申請し、その承認を得なければならない。​

​４　受注者（受託者）は、従業者を変更する場合は、事前に書面により発注者（委託​

​者）に報告しなければならない。​

​５　保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなけれ​

​ばならない。​

​６　従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければなら​

​ない。​

​　（取扱区域の特定）​

​第４条　受注者（受託者）は、個人情報を実際に取り扱って事務を実施する区域（以下​

​「取扱区域」という。）を定め、書面により発注者（委託者）に報告しなければなら​

​ない。​

​２　受注者（受託者）は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により発注者（委託​

​者）に申請し、その承認を得なければならない。​



​３　受注者（受託者）は、発注者（委託者）が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個​

​人情報を定められた場所から持ち出してはならない。​

​　（守秘義務）​

​第５条　受注者（受託者）は、本工事（業務）の施工（履行）に伴い直接又は間接に知​

​り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。​

​２　受注者（受託者）は、その使用する者がこの契約に係る事務を処理するに当たって​

​知り得た個人情報を他に漏らさないようにしなければならない。​

​３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とす​

​る。​

​　（下請契約（再委託））​

​第６条　受注者（受託者）が、本工事（業務）のうち、個人情報の取扱いに係る下請契​

​約（再委託）をする場合には、あらかじめ発注者（委託者）に書面により申請し、発​

​注者（委託者）から承諾を得なければならない。​

​２　受注者（受託者）は、前項の申請をする場合には、発注者（委託者）に対して次の​

​事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。​

​　(1) 下請契約（再委託）先の名称​

​　(2) 下請契約（再委託）する理由​

​　(3) 下請契約（再委託）して処理する内容​

​　(4) 下請契約（再委託）先において取り扱う情報​

​　(5) 下請契約（再委託）先における安全性及び信頼性を確保する対策​

​　(6) 下請契約（再委託）先に対する管理及び監督の方法​

​３　発注者（委託者）が第１項の規定による申請に承諾した場合には、受注者（受託​

​者）は、下請契約（再委託）先に対して本契約に基づく一切の義務を遵守させるとと​

​もに、発注者（委託者）に対して下請契約（再委託）先の全ての行為及びその結果に​

​ついて責任を負うものとする。​

​４　発注者（委託者）が第１項及び第２項の規定により、受注者（受託者）に対して個​

​人情報の取扱いに係る下請契約（再委託）を承諾した場合には、受注者（受託者）​

​は、下請契約（再委託）先との契約において、下請契約（再委託）先に対する管理及​

​び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。​

​５　前項に規定する場合において、受注者（受託者）は、下請契約（再委託）先の履行​

​状況を管理・監督するとともに、発注者（委託者）の求めに応じて、その管理・監督​

​の状況を適宜報告しなければならない。​

​　（派遣労働者等の利用時の措置）​

​第７条　受注者（受託者）は、本工事（業務）を派遣労働者、契約社員その他の正社員​

​以外の労働者に行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を​

​遵守させなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、発注者（委託者）に対して、正社員以外の労働者の全ての行​

​為及びその結果について責任を負うものとする。​



​　（個人情報の管理）​

​第８条　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報を保持してい​

​る間は、事務対応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号​

​の定めるところにより、当該個人情報の管理を行わなければならない。​

​　​​(1)​ ​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​事​​務、​​個​​人​​情​​報​​の​​範​​囲​​及​​び​​同​​事​​務​​に​​従​​事​​す​​る​​従​​業​​者​​を​​明​​確​​化​

​すること。​

​　​​(2)​ ​組​​織​​体​​制​​の​​整​​備、​​取​​扱​​状​​況​​を​​確​​認​​す​​る​​手​​段​​の​​整​​備、​​情​​報​​漏​​え​​い​​等​​事​​案​​に​​対​​応​​す​​る​

​体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。​

​　(3) 従業者の監督を行うこと。​

​　​​(4)​ ​取​​扱​​区​​域​​の​​管​​理、​​機​​器​​及​​び​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​盗​​難​​等​​の​​防​​止、​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​

​ける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行うこ​

​と。​

​　​​(5)​ ​ア​​ク​​セ​​ス​​制​​御、​​ア​​ク​​セ​​ス​​者​​の​​識​​別​​と​​認​​証、​​外​​部​​か​​ら​​の​​不​​正​​ア​​ク​​セ​​ス​​等​​の​​防​​止​​及​​び​

​情報漏えい等の防止を行うこと。​

​　（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）​

​第９条　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報について、本​

​工事（業務）以外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。​

​　（受渡し）​

​第１０条　受注者（受託者）は、発注者（委託者）と受注者（受託者）との間の個人情​

​報を含む書類等の受渡しを行う場合には、発注者（委託者）が指定する方法による受​

​渡し確認を行うものとする。​

​　（個人情報の返還、消去又は廃棄）​

​第１１条　受注者（受託者）は、本工事（業務）の終了時に、本工事（業務）において​

​利用する個人情報について、発注者（委託者）の指定した方法により、返還、消去又​

​は廃棄しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報を消去又は廃棄す​

​る場合は、事前に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄​

​の方法及び処理予定日を書面により発注者（委託者）に申請し、その承諾を得なけれ​

​ばならない。​

​３　受注者（受託者）は、個人情報の消去又は廃棄に際し発注者（委託者）から立会い​

​を求められた場合は、これに応じなければならない。​

​４　受注者（受託者）は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人​

​情報が記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能と​

​するのに必要な措置を講じなければならない。​

​５　受注者（受託者）は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、発注者（委託​

​者）に対してその日時、担当者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しな​

​ければならない。​

​　（定期報告及び緊急時報告）​

​第１２条　受注者（受託者）は、発注者（委託者）から、個人情報の取扱いの状況につ​

​いて報告を求められた場合は、直ちに報告しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順​

​を定めなければならない。​



​　（監査及び調査）​

​第１３条　発注者（委託者）は、本工事（業務）に係る個人情報の取扱いについて、本​

​契約の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受​

​注者（受託者）及び下請負人（再委託者）に対して、実地の監査又は調査を行うこと​

​ができる。​

​２　発注者（委託者）は、前項の目的を達するため、受注者（受託者）に対して必要な​

​情報を求め、又は本工事（業務）の処理に関して必要な指示をすることができる。​

​　（事故時の対応）​

​第１４条　受注者（受託者）は、本工事（業務）に関し個人情報の漏えい等の事故（個​

​人情報保護法違反又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故​

​の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者（委託者）に対して、当該事故​

​に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、​

​発注者（委託者）の指示に従わなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者​

​（委託者）その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の​

​措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。​

​３　発注者（委託者）は、本工事（業務）に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した​

​場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。​

​　（契約解除）​

​第１５条　発注者（委託者）は、受注者（受託者）が特記事項に定める業務を履行しな​

​い場合は、特記事項に関連する工事（業務）の全部又は一部を解除することができ​

​る。​

​２　受注者（受託者）は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合におい​

​ても、発注者（委託者）に対して、その損害の賠償を請求することはできないものと​

​する。​

​　（損害賠償）​

​第１６条　受注者（受託者）の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履​

​行しないことによって発注者（委託者）に対する損害を発生させた場合は、受注者​

​（受託者）は、発注者（委託者）に対して、その損害を賠償しなければならない。​











委託業務積算書
単位：円

名称 単位 数量 単価 金額 摘要

直接人件費 式 1 内訳書1

諸経費 式 1 直接人件費×1.1

小計

技術料等経費 式 1 (直接人件費+諸経費)×0.15

小計

特別経費 式 1 内訳書2

小計

業務委託費 式 1 再計：千円未満切捨

消費税等相当額 式 1 10%

総委託費 式 1



エドウィン・ダン記念館劣化調査他業務
№1

名称 数量・単位 金額 摘要

1.建築調査費
1）事前調査

一式 単価算出調書 1

1.建築調査費
2）外部・内部目視劣化調査

一式 単価算出調書 2

1.建築調査費
3）図面部材照合

一式 単価算出調書 3

1.建築調査費
4）データ整理報告書作成

一式 単価算出調書 4

2.劣化診断費
1）劣化数量算出

一式 単価算出調書 5

2.劣化診断費
2）劣化度評価

一式 単価算出調書 6

2.劣化診断費
3）補修案作成

一式 単価算出調書 7

2.劣化診断費
4）概算工事費算出

一式 単価算出調書 8

3.保全改修基本計画
1）保全改修建築基本方針検討

一式 単価算出調書 9

3.保全改修基本計画
2）保全改修電気設備方針検討

一式 単価算出調書 10

3.保全改修基本計画
3）保全改修機械設備方針検討

一式 単価算出調書 11

3.保全改修基本計画
4）保全計画見直し計画再策定

一式 単価算出調書 12

4.成果報告書作成 一式 単価算出調書 13

計

直接人件費　内訳書

一金 円也



エドウィン・ダン記念館劣化調査他業務
№2

名称 数量・単位 金額 摘要

特別経費
1）調査費

一式 単価算出調書 14

特別経費
2）旅費交通費

一式 単価算出調書 15

計

特別経費　内訳書

一金 円也



単価算出調書

№ 名称 単位 単価
積算の根拠

摘要
職種 単価× 人員数= 金額

1

1.建築調査費
1）事前調査

一式

技師Ｃ 1.0 策定歩掛計算書

合計

2

1.建築調査費
2）外部・内部目視劣化調査

一式

技師Ｃ 3.9 策定歩掛計算書

合計

3

1.建築調査費
3）図面部材照合

一式

技師Ｃ 1.3 策定歩掛計算書

合計

4

1.建築調査費
4）データ整理報告書作成

一式

技師Ｃ 1.3 策定歩掛計算書

合計

5

2.劣化診断費
1）劣化数量算出

一式

技師Ｃ 2.9 策定歩掛計算書

合計

6

2.劣化診断費
2）劣化度評価

一式

技師Ｃ 2.7 策定歩掛計算書

合計

7

2.劣化診断費
3）補修案作成

一式

技師Ｃ 3.1 策定歩掛計算書

合計

8

2.劣化診断費
4）概算工事費算出

一式

技師Ｃ 2.1 策定歩掛計算書

合計

9

3.保全改修基本計画
1）保全改修建築基本方針検討

一式

技師Ｃ 6.0 策定歩掛計算書

合計

10

3.保全改修基本計画
2）保全改修電気設備方針検討

一式

技師Ｃ 2.3 策定歩掛計算書

合計

11

3.保全改修基本計画
3）保全改修機械設備方針検討

一式

技師Ｃ 2.3 策定歩掛計算書

合計

12

3.保全改修基本計画
4）保全計画見直し計画再策定

一式

技師Ｃ 2.3 策定歩掛計算書

合計

13

4.成果報告書作成

一式

技師Ｃ 2.9 策定歩掛計算書

合計

14

特別経費
1）調査費

一式

下見板取外し・復旧 特別経費計算書

梯子損料

梯子運搬費

安全対策費

消耗品

小計

再計

15

特別経費
2）旅費交通費

一式

交通費 特別経費計算書

合計


